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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第６期
第２四半期
連結累計期間

第７期
第２四半期
連結累計期間

第６期

会計期間
自　2020年10月１日
至　2021年３月31日

自　2021年10月１日
至　2022年３月31日

自　2020年10月１日
至　2021年９月30日

売上高 (百万円) 11,640 12,257 23,529

経常利益 (百万円) 324 364 1,148

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 196 221 481

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 209 237 497

純資産額 (百万円) 8,373 8,911 8,658

総資産額 (百万円) 21,443 21,188 18,110

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 21.28 23.64 51.97

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 20.93 23.50 51.41

自己資本比率 (％) 39.0 42.0 47.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 487 789 1,235

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △657 △745 △907

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,700 2,708 △816

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,347 4,080 1,327
 

 

回次
第６期
第２四半期
連結会計期間

第７期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年３月31日

自　2022年１月１日
至　2022年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 11.12 14.69
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間

の期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 
 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 業績の状況

わが国では、少子高齢化が進行し労働人口の減少への対処が喫緊の課題となっており、経済の活力の担い手と期

待される女性の社会進出や活躍推進を支えるインフラとして、子育て事業者の重要性は年々増しております。

待機児童の解消に向け、政府・自治体は保育の受け皿拡大を目的に保育士確保や保育所整備の施策を講じており

ます。具体的には、2019年10月には幼児教育・保育無償化が開始され、2020年12月には政府が「新子育て安心プラ

ン」を公表し、2021年度から2024年度末までの４年間に保育の受け皿を新たに約14万人分確保する目標を打ち出し

ました。

こうした政府の取り組みにより、待機児童数は減少傾向にありますが、政府が掲げる待機児童数ゼロからは乖離

している状態となっております。「新子育て安心プラン」による保育の受け皿確保に向けて、保育所の新設に対す

る需要は一定程度続くと見込まれます。

また、政府は子どもに関する政策を一元化し、子どもに関する取り組み・政策を社会の中心に据える「こどもま

んなか社会」を掲げる「こども家庭庁」を、2023年度のできるだけ早い時期に創設する方針です。「こども家庭

庁」設置を契機とし、子育て関連支出の対GDP比を欧州並みの３％台半ばへの引き上げや保育士の処遇改善・社会的

地位向上を図るなど、子ども重視の政策姿勢はより強まっております。

当社グループは当第２四半期連結会計期間末時点で、認可保育所135施設（東京都98施設、神奈川県27施設、千葉

県４施設、埼玉県１施設、大阪府５施設）、認証保育所・認定こども園等保育施設22施設、学童クラブ・児童館12

施設、児童発達支援事業所３施設の計172施設を営んでおります。

なお、当第２四半期連結累計期間において新たな施設の開設準備を進め、以下の通り2022年４月１日に認可保育

所６施設（内１施設は認証保育所からの認可移行）を新規に開設しております。

 
(認可保育所)

東京都

グローバルキッズ松陰神社駅前保育園

グローバルキッズ浜町園

グローバルキッズ豊洲園

グローバルキッズ松島園

グローバルキッズ東伏見園

神奈川県

グローバルキッズ新子安第二保育園

 
当第２四半期連結累計期間の業績は、運営施設数増加による園児数増加が寄与し売上高が増加しました。費用面

では、採用費を抑制したものの運営施設数の増加に伴い施設の地代家賃が増加したほか、従業員の増員に伴う人件

費や社宅家賃の増加を主因に売上原価率が0.2ポイント上昇しました。一方、販売費及び一般管理費は業務効率化投

資が膨らんだものの本部人件費の減少などにより販管比率が前年同期に比べ0.4ポイント改善しました。

上記の結果、当第２四半期連結累計期間は、売上高12,257百万円(前年同期比5.3％増)、営業利益370百万円(同

10.2％増)、経常利益364百万円(同12.2％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益221百万円(同12.3％増)となりま

した。
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(2) 財政状態に関する説明

(資産)

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ3,078百万円増加し21,188百万円となりまし

た。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ2,793百万円増加し6,924百万円となりました。これは、現金及び預金が

2,752百万円増加したことが主因です。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ285百万円増加し14,264百万円となりました。これは、減価償却により建物

及び構築物（純額）が361百万円減少した一方で、４月の新規開園に向けて建設仮勘定が640百万円増加したことが

主因です。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末と比べ2,825百万円増加し12,277百万円となりまし

た。

流動負債は、前連結会計年度末と比べ3,162百万円増加し6,374百万円となりました。これは、短期借入金が3,100

百万円増加したことが主因です。

なお当社は、当社の連結子会社である株式会社グローバルキッズが2022年４月開園の認可保育所新規開設及び短

期的な運転資金調達のために、株式会社みずほ銀行他５行より3,100百万円の短期資金の借入をすることを2021年11

月30日に決議し、2022年３月14日及び23日に実行しております。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ337百万円減少し5,902百万円となりました。これは、長期借入金の返済に

より377百万円減少したことが主因です。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ253百万円増加し8,911百万円となりました。

これは、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が221百万円増加したことが主因です。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、4,080百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の増加は、789百万円（前第２四半期連結累計期間は487百万円の増加）となりました。これ

は、税金等調整前四半期純利益355百万円の発生や非資金損益項目である減価償却費426百万円が主因です。

また、前第２四半期連結累計期間と比較して301百万円増加しております。これは、法人税等の支払額が195百万

円減少したこと等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の減少は、745百万円（前第２四半期連結累計期間は657百万円の減少）となりました。これ

は、新規開園に向け有形固定資産の取得による支出が714百万円発生したことが主因です。

また、前第２四半期連結累計期間と比較して87百万円減少しております。これは、有形固定資産の取得による支

出が110百万円増加したこと等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の増加は、2,708百万円（前第２四半期連結累計期間は2,700百万円の増加）となりました。

これは、長期借入金の返済による支出が391百万円であった一方で、短期借入金が純額で3,100百万円増加したこと

が主因です。

また、前第２四半期連結累計期間と比較して７百万円の増加と前年同期並みの水準となりました。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年５月 ６日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 9,390,341 9,390,341
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数 100株

計 9,390,341 9,390,341 ― ―
 

(注) １．「提出日現在発行数」欄には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

２．当社は東京証券取引所市場第一部に上場しておりましたが、2022年４月４日付けの東京証券取引所の市

場区分の見直しに伴い、同日以降の上場金融商品取引所名は、東京証券取引所プライム市場となってお

ります。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2022年１月14日
(注)１

19,830 9,385,341 7 1,296 7 2,564

2022年１月１日～
2022年３月31日
(注)２

5,000 9,390,341 0 1,296 0 2,564

 

(注)１.譲渡制限付株式報酬としての有償第三者割当によるものです。

      発行価額        731円

      資本組入額      365円50銭

      割当先          社外取締役を除く取締役、子会社の従業員

   ２.新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社なかや 東京都中央区月島１丁目15番10－505号 3,929 41.87

中正雄一 東京都中央区 548 5.84

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 460 4.90

みずほ信託銀行株式会社（信託
口）

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 439 4.69

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 380 4.05

宇田川三郎 東京都板橋区 274 2.92

久芳敬裕 東京都国分寺市 254 2.71

田浦秀一 千葉県大網白里市 224 2.39

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC
ISG (FE-AC)
（常任代理人株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１
号）

162 1.74

生川雅也 東京都中央区 151 1.62

計 ― 6,824 72.73
 

(注)　2022年３月31日現在におけるみずほ信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及びBNY

GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC)の信託業務に係る株式数については、当社として把握すること

ができないため記載しておりません。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 6,800

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,381,100
 

93,811 ―

単元未満株式 普通株式 2,441
 

― ―

発行済株式総数 9,390,341 ― ―

総株主の議決権 ― 93,811 ―
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② 【自己株式等】

  2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社グローバルキッ
ズCOMPANY

東京都千代田区富士見二
丁目14番36号

6,800 ― 6,800 0.07

計 ― 6,800 ― 6,800 0.07
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年１月１日から2022年

３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年10月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,327 4,080

  未収入金 2,168 －

  未収入金及び契約資産 － 2,138

  前払費用 629 701

  その他 4 3

  流動資産合計 4,130 6,924

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 635 692

   建物及び構築物（純額） 10,317 9,955

   建設仮勘定 52 692

   その他（純額） 356 315

   有形固定資産合計 11,360 11,656

  無形固定資産   

   ソフトウエア 42 35

   無形固定資産合計 42 35

  投資その他の資産   

   投資有価証券 50 47

   長期前払費用 455 435

   敷金及び保証金 1,746 1,779

   建設協力金 285 276

   繰延税金資産 38 33

   その他 0 0

   投資その他の資産合計 2,576 2,573

  固定資産合計 13,979 14,264

 資産合計 18,110 21,188

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 － 3,100

  1年内返済予定の長期借入金 820 806

  未払金 1,280 1,452

  未払法人税等 177 141

  前受金 86 17

  賞与引当金 617 595

  その他 229 261

  流動負債合計 3,212 6,374

 固定負債   

  長期借入金 3,711 3,334

  退職給付に係る負債 408 441

  繰延税金負債 1,755 1,766

  資産除去債務 364 359

  その他 0 0

  固定負債合計 6,239 5,902

 負債合計 9,452 12,277
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,288 1,296

  資本剰余金 1,976 1,984

  利益剰余金 5,442 5,663

  自己株式 △6 △6

  株主資本合計 8,701 8,938

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △0 －

  退職給付に係る調整累計額 △61 △45

  その他の包括利益累計額合計 △62 △45

 新株予約権 19 19

 純資産合計 8,658 8,911

負債純資産合計 18,110 21,188
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 11,640 12,257

売上原価 10,155 10,721

売上総利益 1,484 1,535

販売費及び一般管理費 ※１  1,148 ※１  1,165

営業利益 336 370

営業外収益   

 受取利息及び配当金 4 4

 その他 2 2

 営業外収益合計 6 7

営業外費用   

 支払利息 12 10

 開設準備費用 － 0

 その他 5 1

 営業外費用合計 17 12

経常利益 324 364

特別損失   

 システム障害対応費用 － ※２  9

 特別損失合計 － 9

税金等調整前四半期純利益 324 355

法人税等 128 134

四半期純利益 196 221

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 196 221

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △0 0

 退職給付に係る調整額 13 15

 その他の包括利益合計 13 16

四半期包括利益 209 237

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 209 237

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 324 355

 減価償却費 416 426

 システム障害対応費用 － 9

 賞与引当金の増減額（△は減少） △12 △22

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 53 59

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △24 －

 受取利息及び受取配当金 △4 △4

 支払利息 12 10

 未収入金の増減額（△は増加） △10 －

 未収入金及び契約資産の増減額（△は増加） － 30

 前払費用の増減額（△は増加） △141 △66

 未払金の増減額（△は減少） 231 171

 前受金の増減額（△は減少） △45 △69

 その他 40 45

 小計 842 946

 利息及び配当金の受取額 2 3

 利息の支払額 △12 △10

 法人税等の支払額 △344 △149

 営業活動によるキャッシュ・フロー 487 789

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △604 △714

 有形固定資産の売却による収入 － 1

 無形固定資産の取得による支出 △1 －

 敷金及び保証金の差入による支出 △62 △45

 敷金及び保証金の回収による収入 0 －

 建設協力金の回収による収入 10 10

 その他 － 2

 投資活動によるキャッシュ・フロー △657 △745

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,100 3,100

 長期借入れによる収入 50 －

 長期借入金の返済による支出 △447 △391

 リース債務の返済による支出 △2 △1

 ストックオプションの行使による収入 0 1

 自己株式の取得による支出 － △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,700 2,708

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,530 2,752

現金及び現金同等物の期首残高 1,816 1,327

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,347 ※  4,080
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当社グループは、子育て支援事業の単一セグメントでありますが、当社グループ事業から生じる主要な売上を以

下の通り区分しております。

(1) 認可保育所等

児童福祉法に基づき、国が定めた設置基準(施設の広さ、保育士等の職員数、給食設備、防災管理、衛生管理等)

を満たし、都道府県知事等に認可された保育施設及び市町村が条例にて定めた認可基準を満たし、区市町村長に認

可された保育施設であります。「子ども・子育て支援新制度」の下、国及び自治体が負担する施設型給付及び地域

型保育給付を委託費として交付を受けて運営しております。

収益の大部分は利用者への保育サービスの提供によって履行義務が充足されます。内閣府の定めた公定価格及び

自治体が定めた補助金交付要綱に基づき、在籍園児数、在籍職員数等に応じて委託費及び補助金を自治体へ請求し

た時に一時点で収益を認識しております。

一方で、一部の収益については、自治体の補助金交付要綱に基づき、職員への人件費や、園の家賃の支払を行う

ことで、徐々に履行義務が充足されるため一定期間にわたり収益を認識しております。

(2) 認可外保育施設

都道府県知事等の認可を受けていない保育施設であり、利用者からの保育料及び自治体や公益財団法人児童育成

協会より運営費補助金の交付を受けて運営しております。

収益のうち、自治体への請求部分は、認可保育所等と同様の基準に従い、収益を認識しております。また利用者

への請求部分は、利用者と直接保育委託契約を締結し、保育サービスを提供した時点で、履行義務が充足され、一

時点で収益を認識しております。

(3) 学童・児童館

小学校に就学しているおおむね10歳未満の児童であって、保護者が労働等により昼間家庭にいないものに対し、

授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、健全な育成を図ることを目的とした施設で

あります。自治体からの運営費の交付及び利用者から利用料を受けて運営しております。

収益の大部分は、利用者への保育サービスの提供によって履行義務が充足されます。自治体との委託契約に基づ

き保育サービスを提供することで、一定の期間にわたって履行義務が充足されるため一定期間にわたり収益を認識

しております。

収益認識会計基準等の適用については収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ますが、期首利益剰余金に影響はありません。なお、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半

期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従って、ほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな

会計方針を遡及適用しておりません。この結果、従前の会計処理と比較して当第２四半期連結累計期間にかかわる

四半期連結財務諸表への影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「未収入金」は、当第１四半期連結会計期間より「未収入金及び契約資産」として表示することとしました。ま

た、前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」に表示していた「未収入金の増減額（△は増加）」は、当第２四半期連結累計期間より「未収入金及び契

約資産の増減額（△は増加）」に含めて表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、

「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28－15項に定める経過的な取扱

いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりませ

ん。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。

 
(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

当社は、新型コロナウイルス感染症の影響につきまして、感染再拡大による大規模な施設の休園は発生せず、

2022年４月には新型コロナウイルス感染症対策は継続するものの通常どおりの施設運営となるという仮定のもと、

固定資産の減損における将来キャッシュ・フローの回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年３月31日)

役員報酬 31百万円 45百万円

給与手当 270百万円 262百万円

賞与引当金繰入額 42百万円 42百万円

租税公課 424百万円 434百万円
 

 

※２　システム障害対応費用

当第２四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

2022年２月24日に発覚した不正メールを用いたマルウェア感染によるシステム障害に係る諸費用であります。主

な内訳は外部専門業者への調査・解析費用です。なお、本件に関する諸費用は第３四半期連結会計期間以降も発生

の都度計上する予定です。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年10月１日
至 2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年３月31日)

現金及び預金勘定 4,347百万円 4,080百万円

現金及び現金同等物 4,347百万円 4,080百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2020年10月１日　至　2021年３月31日)

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2021年10月１日　至　2022年３月31日)

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、「子育て支援事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(企業結合等関係)

（事業譲渡）

当社の連結子会社である株式会社グローバルキッズが企業主導型保育事業を株式会社tenへ譲渡いたしました。

(1) 譲渡先企業の名称

株式会社ten

(2) 譲渡した事業の内容

企業主導型保育事業

(3) 事業譲渡の理由

当社グループの運営施設の大半が認可保育所であります。

今後、保育サービスの量的な需要が踊り場を迎えても、質の高い保育、保護者の利便性、教育機能を備えた

「選ばれる園」の需要は継続すると想定されます。当該事業を譲渡することにより、運営施設数が多くノウハ

ウが豊富な認可保育所に経営資源を集中させ、より「選ばれる園」を目指してまいります。

今回譲渡する企業主導型保育事業については、運営及び社会的活用の実績が豊富な株式会社tenに譲渡する

ことで、企業主導型保育事業ならではのより柔軟な運営かつ多様な保育サービスの提供が可能となると考えて

おります。

(4) 譲渡完了日

2022年３月31日

(5) 譲渡価額

公的事業であることを踏まえ当事者間の合意により非開示としております。
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(収益認識関係)

当第２四半期連結累計期間(自　2021年10月１日　至　2022年３月31日)

当社グループは、子育て支援事業の単一セグメントでありますが、売上の区分別に分解した金額及び収益認識の

時期は以下の通りであります。

 
当第２四半期連結累計期間

 一時点で認識する収益
（百万円）

一定期間にわたって認識
する収益
（百万円）

合計
（百万円）

認可保育所等 9,302 1,519 10,821

認可外保育施設 820 96 917

学童・児童館 16 298 315

その他 204 ― 204

合計 10,343 1,913 12,257
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
至　2021年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
至　2022年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 21円28銭 23円64銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 196 221

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

196 221

普通株式の期中平均株式数(株) 9,251,776 9,352,814

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 20円93銭 23円50銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万
円)

－ －

普通株式増加数(株) 151,632 57,172

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年５月５日

株式会社グローバルキッズCOMPANY

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

　東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 尾　川　　克　明 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉　江　　俊　志 ㊞

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社グロー

バルキッズCOMPANYの2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年１月１

日から2022年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社グローバルキッズCOMPANY及び連結子会社の2022年３月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

　・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

                                                                                            以 上　　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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